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本紀要に同名の論文(1)が発表されたのは1961年のこと
であり，サブタイトル「消費単位研究の発展」を附した
間が1962年，同じく「生活様態研究の発展Jを附した仰
が1964年のことであった。そして仰の未尾には「生活標
準設定の最終的方法である実態生計費による方法は，エ
ンゲルの残した第三の問題.すなわち支出に J影響する要
因の識別と評価の問題とからまりあって戦後に持飽きれ
たといってよい。そこで次回ではこの第三の問題の研究
史に移り，ついでその綜合研究として実態生計費の方法
に入ることにしたい」と述べている。このー速の文献史
的研究は，家計支出行為研究の手はじめとしてノートし
たものであって. 1950年代のはじめには一応完了してい
たものであった。なぜならこのような研究をもとにして
本紀要のみでも1953年「エンゲル法則逆現象の分析J.
1955年「生計費解析の問題(l)J.1960年「同四J• 1958年
「生活水準のisJ定と裁定」などが発表されているからで
ある。それを上の時期に発表しはじめたのは.1957年当
時から多聞吉三氏がやはり本紀要に「日本家計研究小史J
を発表されはじめ，これと相合して「家計研究史論Jと
してまとめておきたからであった。多回氏の分は早〈完
結していたのであるが，私の分は本篇のほかに消費函数
論史，物価指数論史とつづき前後6tlを要することが明
らかになってきたために，本紀要に延々と連載すること
に気がひけたことと，私の興味が次第に消費者問題に移
行したために，占いノートを務理する気がしなくなリ，
12年前の仰をも って中断して了ったわけであった。ここ
に箆底より古いノートを取り出し最後のとりまとめを綴
ろうとするのは，もとより退職前における本紀要に対す
る義務によるものであるが， しかしこの種の文献がなお
皆無といってよし後学の諸君にはなお参与的価値はあ
ろうかと思うからである。
さて前文の末尾にあるようにエンゲルの残した課題の
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最後のものは，支出行為に影響する要因の識別や評価の
問題である。エンゲルは1857年の論文において家族が貧
しくなればなるほど，総支出においてしめる飲食物費の
割合すなわちエンゲル係数は増大すること， したがって
エンゲル係数は「その他の点で同じ事情のもとにおいて
はJ.一般に生活水準をしめす最良の尺度である，とい
う命題をたてた。ところが1895年の論文は.1853年のベ
ルギー労働者の家計と1891年のそれとの比較を通じて，
約40年間における生活水準の向上を測定するためのもの
であったが，彼はそれをエンゲル係数によって行わなか
った。それは1891年の家計がエンゲル法目IJを示さず，む
しろ各階層を通じて費目百分率の同一性がみられ，また
この40年間に総体として収入水準が上ったとみられる諸
指標があるにもかかわらず，エンゲル係数の低下がみら
れなかったからである。おそらく彼は40年前と「その他
の点で同じ事情Jになかったと判断したからであろう。
今日の理論と技術からすれば，まず物価体系の変動にも
とづく物価水準上昇が大きな要因として指摘され比較資料
の技術的デフレートが行われるところであろうが，彼は
資料の乏しいことも手伝ってかこの要因に変動はなかっ
たと仮定し，むしろ主体の選択定、識の変化を強調するこ
とになった。すなわち彼の説くところは1891年の家計は
急激な収入の上昇のために，久しく貧困生活に苦しんで
きた人々に合理的な支出の配分を許さず，無思慮な?首規
逸脱が支配したことをしめ fものだという。つまり安
定的な社会においては，収入階層を通じてそれぞれの社
会の最適の支出配分体系が成立し，それは社会的な枠組
として固定するが，収入が急激に変動する場合にはこの
ような配分体系や社会的枠組が成立するまでに一時的な
i昆舌Lカずおこるというわけてゆある。もしそうで山あれ1;1:"この
社会的な枠組，それはそれぞれの社会において最適の支
出の配分体系の固定したものであるから.時間的地域的
に社会集団を異にするごとに異なるであろうし，ここに
支出行為を規定しているかくされたる要因を指摘したこ
とになるであろう。この社会的枠組は一般に消費習慣と
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して固定し，安定的なある社会集団においては意識に上
らないものであるが，上記のよ うに収入が急激に変動す
る場合には，にわかに前面にあらわれ.当分の間新しい
収入に順応しない支出行為を継続せしめるものとして意
識されるであろう 。今日の用語でいえば履歴効果であ
る。またこの消費習俄の相違は異なる職業集団聞や地域
集団問の家計支出を比較することによっても識別される
であろう。
元来エンゲルはエンゲル法則の無限定の成立を主張し
たわけではなかった。彼はエンゲル法目IJにおいて欲望の
順位をよみとっているのであり，飲食物が欲望の第一順
位であるかぎりエンゲル法則の成立をみとめているので
ある。したがって「何等かの事情」でこの順位が変動す
るならばエンゲル法目IJの不発現も覚悟していたとおもわ
れる。 1875年コ・1レツが都市化する農民の家計にエンゲル
法則の不発現を発見した時も，彼はこの業績を知ってい
たにもかかわらず意に介さなかったし.また各地域のル
プレーの収集した家計を合成した結果や，1891年のベ
ルギーの家3十がエンゲル法則をしめきないときにも，そ
れをエンゲル法則の否定と っItとらないで，却って欲望
順位を変動せしめる 「何等かの事情」を考察しているの
である。
ところが1875年アメリカのライト(C，D， Wright)は
エンゲル的な観察を飲食物資以外の被服費，住居および
光熱費，維質にまで拡張し，さらにこれらの割合を示す
係数が収入の変化とともに一定の方向に無限に延長され
るような表現を行ったのこれ以来.とくにドイツ以外の国
々において，このライトのいろいろな費目についての命
題が「エルゲル法目IJとしてうItとられ，それぞれの費
目についてライトがしめした一定の係数変化を否定する
ような資料の提出が「エンゲル法目IJの批判としてあら
われるようになった。このことはあきらかに 「エンゲル
法則Jの不当な拡張としてライトの誤得であって，エン
ゲルのあずかり知らぬところであったが，しかし同時に
何故にこの「エンゲル法目IJJが発現しないかについてa論
議をまねくことになり.支出に影響する要因についてー
府の検討が加えられる仕儀になったといってよい。
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まず飲食物資については今世紀のはじめ，アメリカの
モア (L.B. More)やチエイピン (R.C. Chapin)はニ
ュヨーク市の労働者世帯の家計調査において，ほぽ年収
500ドルまでの低収入層において，いわゆるエンゲル法
制の逆現象があらわれること を指摘しその修正を要求
していたが(本紀要第12巻P143参照)， わけでも1919
-20年のニューヨーク連邦準備銀行がその銀行.uにつL、
て行った調査は褒ー 1にしめすようにやはり年収1500-
1800ドル階層まで低収入j習における逆現象をよくしめす
ものとしてしばしば引用されるものである。欧洲におい
ても1903年のヒルシュベルク (E.Hirschberg)のベル
リン制企l)問7-8年のドイツ政府の調査?"27年のハ
3) 
イベルグ (P.Heiberg)のコペンハーゲンの胸公等は.
I!.\;収入~にエンゲル法制の発現をしめしていないといわ
れる。
また中国，泰.印度等のおくれた東洋社会においては.
1930年前後より主として労働者や農民世帯について家計
捌査が行われているが，これらの多くはエンゲル法制の
発現をしめさないものであった。たとえばラムソン(H.D.
Lamson) は1929年に上海の工場労働者と近郊村洛の労
表一1 ニュヨーク連邦準備銀行による銀行貝家計の支出百分率 (1919-20年)
均三 収(ドル)飲食物資 被 RIA j1{ 住居・ 'jJ( 光熱 f 家具調度費 その他
600- 900 38.1 16.2 26.5 4.5 0.4 14.3 
900-1，200 43.0 13.4 22.2 3.8 1.9 15.7 
1，200-1，500 45.0 13.0 18.6 4.0 6.1 13.4 
1.500-1，800 45.4 14.3 17.3 3.8 4.8 14.6 
1，800-2，100 42.3 13.5 17.4 3.6 6.7 16.6 
2，100-2，400 39.4 15.1 17.9 3.4 5.5 18.6 
2，400-2.700 40.1 15.4 17.9 3.2 5.5 17.9 
2，700-3，∞o 39.9 17.1 15.8 3.2 6.1 18.0 
3，000-3，300 37.4 16.9 15.6 4.0 8.4 17.7 
3，300-3，600 32.5 16.7 19.4 3.8 4.8 22.9 
3，600-3，900 36.7 15.6 15.4 3.5 3.7 25.2 
3，900- 35.9 16.7 14.6 2.7 5.0 25.2 
中川友長「生計費論JP32 
(30) 
奥村:外国における家計研究の系譜 (N完) -201-
働者について家計調査を行ったが，それによると前者に
ついては最低の収入階層のエンゲル係数は54.8%であっ
たが最高の収入階層では59.1%であったし.後者につい
ては 5階層の分類において最低階層のエンゲル係数よ り
低かった階層は最上層の 2階層のみであったと報告され
ている。さらに1926年には泰においてジン7-7ン(C.C町
五mmerman) は全土から2000におよぶ典型的世帯をえ
らぴ出して家計調査を行っているが，これは貧民世帯を
ふくまなかったけれども，これら農村住民のの40%にお
よぶ比較的低収入層においてはエンゲル法HIJがあらわれ
ないことを示している。また印度のボムベイ労働局は
1925年にショラプール市の綿紡績労働者の家計調査を
行い，これを月収20ルビー以下より90ルビーまでの8階
層にわけて観祭したが，それによると労働者世帯のエン
ゲル係数は収入階層を通じてほぼ同一であることをしめ
表-2 ポムベイの労働者家計の支出百分比 (1932-33年)
収入階層(ルビー)世帯数 飲食物資 被服費
~ 3 0 180 45.6 8.7 
3 0 ~ 4 0 297 46.1 8.2 
4 0 ~ 5 0 385 46.7 7.8 
5 0 - 6 0 239 47.5 7.8 
6 0 ~ 7 0 147 47.5 7.7 
7 0 ~ 8 0 77 47.3 7.5 
8 0 ~ 9 0 90 46.6 7.8 
9 0 ~ 84 45.0 6.6 
平 I勾 1，469 46.6 7.8 
ポムベイ労働局労働者家計調査報告1935年
しており，翌年アーメダパッド市において行った労働者
世干wの調査も同じく 8階層にわけられたが，最低の20ル
ビー以下の階層のエンゲル係数は56.2%で最低をしめし.
最高は70-80ルビ一階層の61.2%であったとつげられて
いる。ついて~1932 - 33年にはポムベイにおいて，また
1933-35年には再びアーメダノ〈ッドにおいて，ともに
1500に近い労働者世帝の家計調査を行っているが.褒-2
表-3のように各収入階層を通じ前者は47%前後，後者は
49%前後のエンゲル係数を示し，エンゲル法則の停止が
みられるのである。
それでは以上のようなおびただしいエンゲル法制の反証
はどのような説明されたのであろうか。エンゲル法則につい
てエンゲルの解鰐は飲食物に対する欲望の順位を第1に
おくことであった。このことは飲食物支出の弾力性の乏
しいことを指摘することにはかならなし、実はこの思想
住居 資 光熱費 雑 費
16.7 8.3 20目7
15.4 7.5 22.8 
13.3 7.2 25.0 
12.5 7.1 25.1 
11.9 7.0 25.9 
11.2 6.7 27.3 
10.9 6.5 28.2 
10.5 6.2 31.7 
12.9 7.1 25.6 
表-3 アーメダパッドの労働者家計の支出百分比 (1933-35年)
収入階層(ルビー)t止干管 数 平均人貝 飲食物費 被服費 住居資 光熱費 雑 費
~ 2 0 40 3.08 49.2 10.3 14.2 8.4 17.9 
2 0 ~ 3 0 208 3.37 48.0 10.1 14.5 7.7 19.7 
3 0 ~ 4 0 309 3.59 48.6 9.1 13.8 7.1 21.4 
4 0 ~ 5 0 302 3.87 49.3 8.9 12.0 6.7 23.1 
5 0 ~ 6 0 176 4.38 50.7 9.3 9.8 6.4 23.8 
6 0 ~ 7 0 86 4.86 51.4 9.2 6.2 6.6 23.1 
7 0 ~ 8 0 71 5.34 49.7 8.7 10.1 6.2 25.3 
8 0 ~ 9 0 49 5.37 48.4 8.7 7.7 6.0 29.0 
9 0 一 52 5.79 48.4 8.7 8.3 5.4 29.2 
平 I主j 1，293 4.05 49.3 9.1 11.3 6.7 23.6 
ポムベイ労働局労働者家計調査 1937年
(31 ) 
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は物価の変化と関連して早くから考えられていたことで
あって， 18世紀末の食糧不足時代にかのグレゴリー ・キ
ングは飲食物に対する要求は不動的であるから，飲食物
の不足は物価を極端に騰貴させ，過剰は極端に低mさせ
ることに気づいていたのである。ところが1910年イタリ
ヤのコラド ・ジニ (CorradoGini) は，キンクaやエン
ゲルが説明原理にしている欲望の弾力性に関する思想を
捨象し，ただ現象的な消費と価格との関係を定式化した。
すなわち飲食物消費に算術的変化があれば，その価格は
幾何的に変化するとい うのである。さらに1920年には同
じイタリヤのデル・ベキオ (GustavoOel Vecchio) 
は価格の変化を収入の変化におきかえ，飲食物消費の算
術的変化は，収入の対数的変化に対応するとのべた。こ
こにおいて逆現象をふくめたエンゲル係数の変化は数理
的には説明されたわけである。すなわち収入X，飲食物
支出gのとき.エンゲル係数fをzについて微分すれば
長(手)寸(まー す).しt:.iJ<-') lエンゲル係数は
45=fのとき極大となる。ベキオにしたカ川 =a+
d" d匂blOf{ x'" "'(1)とすれば，b = ~_Y__ = ~ であるか
6 刀ogx dx 
Z 
ら主=ι.しt:.iJ<ってド bのときエンゲル係数は極
U.(; X 
大となる。これを(拭に代入すれば均 x=1-f，E
は収入(全支出)xの正値において発出するはずである
から.a'ま負{直となり. エンゲル係数の極大点はzの正
値において見出され，逆現象をふくめた説明が可能とな
る。
しかしこれは数理的な関係の解明であって，エンゲル
法HIJが何故に逆現象部分をもつかという現象の社会科学
的な解縛にはならない。ベキオの思想は.感覚の算術級
数的増加に対しては，刺殺は幾何級数的に増大しなけれ
ばならぬという Weber-Fechnerの精神物理学の法則
と関係があるようにいわれるが， しかしそれは数理的な
関係のみであって，彼のは感覚と刺戟の関係ではなく，
消費額と収入という現象間の関係の定式化であった。し
たがって「何故に」を問おうとすれば収入の変化(刺戟)
に対して食物需要の感覚がいかに変化するかを説かねは、
ならず，依然としてエンゲルの欲望順位論を洗練化する
必要があったわけである。
1 ) E Hirschberg: Herausgeben vom Statischen 
Amt der Stadt Ber lin， 1904 
2) Erhebung von Wirtschaftsrechnungen minder-
bemittelter Familien im Oeutschen Reich， 
(32) 
Berlin， 1909. 
3) P. Heiberg : Budgetlaegning， 1931 
4) H. O.Lamson : The Standard of Living of 
Factory Workers， 1930 
5) C. C. Zimmerman Siam Rural Economic 
Survey. 1931 
6) Bombay Government of Labour Office: Report 
on an Enquiry into Family Budgets of Cotton 
Mill Workers in Sholapur City. 1928 
7) Bombay Government of Labour Office Report 
on an Enquiry into Working Class Family 
Budgets in Ahmedabad. 1928 
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ところで柿経済学における効用理論Lt1870年代に近代的
な構成をもって登場してきたが，マーシャル (Alfred
Marschallは1890年以来版を重ねつつあった「経済学原
理 (Principlesof Economics)において，すてdに限界
効用漸減の法則ならびに限界効用均等の法則を用いて家
計における配分原理を説明していた。 しかし彼の説明は
一般原理であって「各種社会階級がいかなる割合にその
支出を必要品.快適品，箸{多品の聞に配分するか」は重
要な問題であるが，同時に確実な資料入手が困難である
として，エンゲル法則等の具体的な現象の説明には及ん
でいない。
アメリカのジンマ- 7 ンによれば消費に関する法則樹
立には三つの型があるという。一つは効用理論にもとづ
く法則であり (UtilityHypotheses)，二つは収入と支
出費目との関連に関する法則であり (Engelian Hypo-
theses) ，三つは消費の社会理論による法目IJである
(LePlay Hypotheses)。しかしこれを別々の法則領域
と考えるのではなし第一の効用法則は第二の現象法則
となってあらわれ，これは第三の社会理論によって説明
きれなければならぬと考えるべきで，これら三つの領域
を関連的に取扱わなければなるまい。そこでまずマーシ
ャルの効用理論をエンゲル法則に適用すればつぎのよう
になるであろう。すなわち各費目支出における貨幣単
位当りの限界効用は，追加単位の増加により漸減するが，
しかしその漸減の速度は各費目により一様ではない。 こ
の場合収入は各費目支出の合計額であるから，収入の限
界効用の漸減速度は各費自のそれの加重平均である。 と
ころで食物のよ うな必需品支出の場合は最初の不満足な
状態においては限界効用の漸減は収入のそれより も緩慢
であり，やがて一応の飲和点に達すればそれ以後は収入
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の限界効用よりも急速に漸減するものと考えられる(以
上Ut山tyHypotheses)。きて収入はつねに効用の極大を
目ざして各費目支出に配分されるわけであるから，各収
入点における各費目の限界効用は均等でなければならな
い?すなわち収入の増加とともに各費自の支出増加は限
界効用が均等になるように緩急があらわれることになる。
したがって.食物支出の限界効用のように，収入の限
界効用の漸減速度より綬慢に漸減する最初の部分は.収
入の増加割合より支出の増加古nJ合は急速となり (エンゲ
ル法sIJ逆現象)，より急速に漸減する多〈の部分は，支
出の増加割合はより緩慢となるであろう31(エンゲル法則，
以上Engelian Hypotheses )。
ところで倒人的，主観的な評価である効用を集団現象
の説明原理に拡張する場合には社会的な効果を考慮した
別の理論によって装われなければならぬ。効用が低収入
世帯の食物支出のように生物的な満足という単純なもの
であれば，集団現象の説明に適用してもさほどの不都合
は生じないかも知れなL、。たとえば第一次大戦後の食物
不足による物価騰費を観察したドイツのワーゲマン
(Ernst Wageman)は，不足時においては，食物の価
格はそのカロリー量の割合に一致した値をとるという，
栄養価による価格平準化の法目IJを見出しているが.これ
などは極端な物価騰費時において一定の費用のもとで最
大の笑質的価値を追求する共通の選択行為の結果と して
説明しうるであろうから，極端な低収入階層の食物支出
の説明原理に移しうるかも知れない。しかし一般には収
入の培加とともに各費目とも実質的価値をこえて支出は
増大するのであるが，これを効用の多様性を説き，効用
の質的変化として説明することは，すべてを噌好の変化
に解消することであって，個別的な場合は説明しえても，
集団現象の説明と， lては何の説明にもならないであろう。
すなわち効用の変化を促すものは何であるか，それらが
各費目によ ってどのように異りどのように関連している
かが，社会的な要因によって積極的に説明きれなければ
ならなしυつまり個人的，主観的行為原理より集団的，
客観的な行為原理へ説明原理を うっさなければならない
のであって，ここにジンマ-7ンのいうルプレー的な
説明の段階 (LePlayHypotheses)が到来するわけであ
る。
1 ) C. C. Zimmerman Consumption and Standard 
of Living， 1936 
2 )この点については羊毛配分を例とした7ーシャルの
たくみな説明がある。 A，Marshall Principles 
of Economics， London. 大塚訳[経済学原理J
第3編第 5章 1，P 225-226参照‘
(33) 
3 )収入を I，食物支出を gとするとき，この表現は
dy /dx d" 
..::.l!..j←ーt 弓!!_.ー すなわち弾力性係数が1より
ν ノ x αx " 
大ならば逆現象， 1より小ならば本来のエンゲル法
制をあらわすことを意味する。
4 
すでに述べたように (本紀要第9巻P138ー 189参照)，
ルプレーは旅行の途次北ドイツにおける伝統的な安定し
た秩序のもとに，ささやかではあるが幸福な生活を楽し
んでいる地域社会を発見し，このような社会構造を収入
と支出の家計構造の分析を手段として明らかにすること
を志し， 30年の労者の後かの卓抜な家庭生活の社会学的
モノグラフ 「ヨーロ γパの労働者J5巻を著した。エン
ゲルは彼の下に留学し社会改革の情熱を受けつぎ，かっ
又彼の家計調査資料を利用しているのであるが，もとも
と，エンゲルはマルサスの影響をうけており.食物生産
の算術的増加と人口の幾何的増加との関係命題を，現実
の家計における食物費の増減と.人口増減に関係のある
とみられるその他の生活費とりわけ雑費の地減との関係
において観察しようとするものであった。エンゲル法則
はこのような経済学的な関心の産物て'あったといえよう。
ところが1891年の家計はエンゲル法目IJを示さないことに
ついて，彼は工業の発展による労働者階級の急激な収入
の増大が，久しい聞物質的圧迫の下に苦しんできた人々
を解放し，酒精飲料その他の放恋な方向に「常規Jを逸
脱させたからであると説明している。彼は収入の変化が
家計支出に影響したことを説こうとしたのであろうが，
このことは逸脱すべき 「常規Jの存在， すなわち安定時
には意識に上らないが一定様式の消費支出を支えている
社会的消費秩序の存在を暗黙にみとめたことになってい
る。
ここに登場する ジンマーマンは，ルプレーの業績を英
訳したこともあるルプレーの学徒であって， r社会学的
分析の手段としての家計」や「家計収支における数理的
相関l，の考察を経て.1932年 「食物支出におけるエンゲ
ル法IliJlにおいて..t也域集団や職業集団におけるこの社
会的消費秩序が家計支出にどのように影響するかを考察
した。彼はまずライトがエンゲル法則を誤縛し，四つの
費目に拡張した上.収入の変化にともない各資自の割合
が一定の方向jに斉一的な変化をするとし寸命題(本紀要
第9巻P 145参照)をたてたことが，不毛の論争を招い
たことを難じ.ライトの命題を理論的に延長すると，食
物資比率の増加又は低下は低収入層においては 100%に
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達し高収入層においては0%になると期待されるが，こ
んな馬鹿げたことがあるかと郷総し，ここにすでにこれ
らを制約する社会的要因の存在することを暗示している。
ついで彼はドイツ，印度，泰などの良民の家計調査，アメ
リカ，フランス，ドイツ，印度，中国などの労働者の家計調
査をおびただしく収集監理した結果，これらの3分の 2
以上はエンゲル法則を示さないことを立証している。こ
のうち農民のものは概ね収入増加とともに飲食物資割合
は上昇の傾向にあり，労働者のものは上昇(逆現象)後
下降し(順現象)最上層においてはよくはわからないが一
定(停止現象)になるものとみられると述べている。
この考察にあたって彼は一般に収入の増加にともない
世帯人員数が増加し有業人員数も増加することを鋭察し
ているが，これは収入の増加と，とりわけ食物費の増加
をもたらすことになるが，これは割合観察の場合はアク
セントをそえる程度で，一応無視することを前提とする。
彼は費目別支出の相対的変化を観察するにあたって，食
物に対する貨幣需要を急速に増加させる要因，つまり食
物支出に異例の弾カ性を輿える要因と，被服.住居，光
熱，雑賀など食物以外の欲望のために食物需要を抑える
要因.つまり食物需要の榔力性を抑える要因の二つの支
出タイプを区別する。すなわち彼はエンゲルとともに食
物が第ーの欲望であることを承認するが. しかしそれは
その地域社会で求められる被服や住居の最低の欲望満足
の上にみとめることであり.やがて飽和点以後は社会的
主欲望満足のために抑えられることになるとみるわけで
ある。したがって限界効用均等の法則によ って，限界効
用のj斬減率のはげしい費目ほど逆に支出の増加率は低<， 
限界効用の漸減率の緩慢な費目ほど支出の増加!率は高い
という観点から，収入の支出弾力性をもってその費目の
緊急性の変化を測かろうとする方法は，効用の多様性を
単一な効用の変化におさかえるものであって，説明原理
にならないと考えているようである。
きてまず農民の場合であるが，この地域社会ではその
地域の風土的条件によって生産物と生産方法が決定され，
これに合わせて食物，被服，住居などの内容と様式が形
成される。その社会で生活するかぎりは，自給的にこれ
らの最低のものは満足させられている。これらの自給社
会の食糧は単調です炎白なものであるが，これがこの社会
においてカレーや香料などをたくみに使って同じ食税を
いろいろに変装させる方法がある理由である。ところが
生産物の一部や多くが貨幣に換えられた場合，彼等はど
のような支出をするであろうか。伝統的な衣生活や住生
活は社会的風習として固定し，これを破壊してゆく社会
的な車IJ戟に乏しいために，収入増加は他のタイプの食物
(34) 
購入に使われざるをえない。かくて黒ノマンは白パンに.
植物性食糧は高価な動物性食糧に代わり，その上にアル
コール飲料やタノ〈コなどが附随するようになって食物支
出のみが激増することになる。ジンマーマンli，エンゲ
ルが1891年の資料による栄養分析の結果に言及して [第
21表は.疑いもなく食物選択において人間に影響する自
然法則の作用を示すものである。よりよい食物をとろ
うとする努力や，動物性食物の割合を増大せしめよう
とする努力は.消費総量を増加せしめようとする努力よ
りも大である/'と述べている言葉を引用して，ゴルツの
ドイツ農民家計がエンゲル法則を示さず，むしろ逆現象
を示している(本紀聖書9巻P 146参照)ことを説明でき
るものと考えている。このように地域の農民社会におい
ては，食物以外の費目支出の社会的車IJ戦が乏しく これを
固定させることが，農民を駆って食物支出に異常の弾力
性を輿えることになり，これが地域社会の特殊の消費型
を形成することになるとみられる。
ところが都市に居住する雇用労働者という一定の職業
集団においては事情が異なる。彼等も一定の地域に居住
し，共通の建物のテナントであるから，最低の収入状態
の下においてはこれを維持するための被服や家賃の支出
は食物支出よリ優先することは農民の場合とは変わらな
いのであるが，ただ彼等l立食.衣，住，サービスの領域
にわたってお金を出せば貿えるという商品社会に住んで
いる。日頃事情が許すならば買ってみたいと思っている
商品はいろいろあるわけであるが，着物やべ y ドなどは
一回貿えば満足が楽されるから，食物ほど日常的継続的
に欲望をつなぐものではない。実際，人は生存しうる最
低の食物の質と量において，通常食べたいと願っている
飲食物の質.量ならびに調理との問には雲泥の差がある
ものなのである。この願望を刺戟する商品が手近かな市
場に出廻っているとすれば，彼等は収入増加のほとんど
をこれらの購入に注ぐことになり，これらは継続的多様
的となるから，やがてアルコーJv，コーヒー，タバコな
ど刺戟物を附随させることになり，飲食物支出は加速度
的となる。したがって低所得における食物費の急増は農
民の場合は自然欲求によるものといえるが，都市の労働
者の場合は社会的刺戟によるものといえる。
ところでこの社会的刺戟による食物支出の増加はやが
て同じ理由によって飽和点に達すること を意味する。す
なわち被服や住居の欲求は同じ職業集団内においては刺
戟的ではないが，医療や交通などの社会的サービスに対
する欲求が，食物支出を抑えるようになるからである。
この雑費支出の場加が，本来のEngelism出現の条件で
あり，そしてこの職業集団ではこれをもって終るのであ
奥村:外国における家計研究の系譜 (1V完)
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る。この上の富裕階層においてエンゲル法QIJはどうはた
らくかについては，手許の資料からは判別しにくいが，
おそらくこの階層には Engelism は作用しないであろ
う。それはこの階層の生活水準では食物支出は収入に対
して特別の:il.味をもっていないとおもわれる。むしろ時
間に対する欲求がつよし食物支出は個人的な趣味に支
配されるからである。したがってエンゲル法則は停止し
不定となるであろ う。 以上の考察によって，地域集団や
職業集団におL、ては，被服費や住居費はそれぞれの地域
や職業による消費習慣にしたがって固定的であって.食
物支出増加に抑止的に作用せず，収入増加とともに食物
支出を一方的に増加させることになり，エンゲル法QIJの
逆現象があらわれる。ところが都会地に居住する労働者
集団では，やがて社会的文化的支出が食物支出と競合し
抑止的に作用することになって本来のエンゲル法制の世
界となるが，さらに広欲階層にみられるこの結末は，収
入の各費目に対する作用から解放されて支出は趣味的と
なるから，おそら くエンゲル法QI]t立停止することになろ
うというものである。ジン7ーマンによれば，世界の人
口のうちエンゲル法WIJの支配をうけるのは50%であり，
逆現象下にあるものが45%，支配をうけないものが5%
であるとして，社会学的考察の立場ーからエンゲル法siJ全
能信奉者に痛撃を加えている。この社会理論による
Le Play Hypothesesの考察を終るに当って彼はルプレ
ーとともに，全世界の多くの人口が，非経済的な無形の
満足を通じて，安定的に一定の生活水準を確保している
のに対して，これを資本主義的な商品7 ーケットによ っ
てf誕百しするのは重大な問題であるとし，ここに社会学と
経済学が提携する価値ある地盤があるとしているのは注
目される発言といえよう。
1 ) C. C.Zimmerman: The Family Budget as a 
Tool for Sociological Analysis， The American 
Journal of Sociolgy， may， 1918 
2) C. C. Zimmerman: Mathematical Correl ation 
in the Houshold Budget， Sociologus， June， 1932 
3 ) C. C. Zimmerman: Ernst Engel' s Law of 
Expenditure for Food， Quartery Journal of 
Economics， r、Jovember，1932 
4 ) E. Engel: Die Lebenskosten Belgischer Arb-
eiter-Familien Fruher und Jetzt， (1895)， S 121 
5 
ジンマ-"7ンによれば，衣生活や住生活は地域集団や
職業集団においては悶有のものと して習慣的に固定して
おり，被服費や住居資は安定的であるということであっ
た。このことは異なる地域集団聞や職業集団関の比較に
おいては，それぞれの支出額は異なるということであっ
て，支出に彫響する要因として地域住や職業性を指摘し
たことになるわけである。それではこのような社会的な
費目とみられる被服や住居の支出が，どこまで収入と相
対的に独立であるか.研究史を通じて考察してみよ う。
被服支出の法則性についてはエンゲルは言及するとこ
ろはなかったが， 1875年ライトがアメリカの労働者・也・予告
の家計調査の結巣より，収入の大小にかかわらず被服w
の割合はほぼ同一であるという命題をたててから，この
命題をめぐって論議は展開した。まず今世紀のはじめさ
きにのぺたチェイピンやストレイ トフ (F二H.Streig-
htoff ) は，そのニュヨーク市の家計調査より収入の増
加とともに被服授の割合は増大する傾向があるとして，
表-4 アメリカの労働者.農民，商人世幣における収入階層と被服資割合の相関表
よ立野! 7.5 9.5 11. 5 13.5 15.5 17.5 19.5 21.5 24.5 ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 言十 平均7.5 9.5 11.5 13.5 15.5 17.5 19.5 21.5 24.5 
~ 450 2 2 l 2 3 1 2 5 18 19.0 
450- 650 2 7 2 10 7 5 3 6 3 45 16.6 
650- 850 2 2 8 6 8 5 7 l l 40 14.1 
850-1，050 l 2 3 8 6 2 3 2 5 32 15.7 
1 ，050 - 1， 250 10 ，11 3 28 14.0 
1 ，250 - 1， 450 5 4 . 15 9 2 36 14.6 
1 ，450 - 1， 650 2 5 . 13 13 3 36 15.1 
1 ， 650 - 1.850 4 6 2 1 1 2 16 15.9 
1.850-3，000 2 8 7 . 10 3 3 2 3 39 15.2 
3，000- 1 7 2 . 2 2 2 l l 1 19 12.8 
計 4 18 36 50 82 46 28 14 13 18 309 15.2 
-印l;t平均割合の所在クラスを示すが，一定の方向を見出せない。 r統計研究J.一部当方で計算作成
(35) 
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ライトの命題の反証をあげ，また1919年にはオグパーン
(W. F.Ogburn) もコロンビヤ池区の 200世帯の家計
調査より各費目閣の相関関係を研究r::収入とともに被
服貨の割合は増加することを主張した。なおオグパーン
はこのとき被服費の割合地加を成人男子，婦人，子供に
わけで考察し，収入増加とともに婦人の被服費割合は最
大に上昇し，子供のそれは最小であること，逆にいえば
収入の低下とともに婦人の被服資割合は最大に減少し，
子供のそれは最小であるという有名な命題をひき出して
いる。ところがこれに対してベキオは被服費は食物費に
くらべて多少可変的であるが， しかし刺戟と感覚に関す
褒-5 北京と上海の労働者世帯における収入と被服
費割合の相関表
立討z5 10 15 ~ ~ ~ 言十 平均10 15 
- 150 l 3 1 5 8.5 
150- 200 2 5 l 8 7.5 
200-250 2 4 1 1 8 8.1 
250-300 3 8 3 14 7.5 
300-350 4 3 8 I 10.6 
350-400 1 7 2 11 8.9 
400- 500 2 4 3 9 8.1 
500- 2 l l 2 6 I 10.0 
3十 13 36 13 7 69 8.5 
Tao，註2} cit， pp 35-37，一部当方で計算作成
る Weber-Fechner の法則の将外に出るものではない
とし.やはり被服費の算術的増加は収入の対数的地加に対
応すると考えた。このことは被mH~の割合は，食物資の
割合と同様に最初上昇しやがて低下するものとみている
ことになるわけである。
以上のように被服支出の法則性に関しては帰一すると
ころはないが，このことは却って被服支出について何等
の法則性が存しないことを積極的にしめす努力がなされ
ることになった。表-4は1870年から1930年までの問にア
メリカで行われた労働者，農民，商人世帯等の各家計調
査から収入階層別の被服割合をと り出し，それらを収入
階層と割合との相関表にまとめたものである。この相関
表からは，収入階層と被服費割合との問に何の相関関係
も指摘することはできないし，各階層の平均被服賛割合
にも一定の傾向的な変化を見出すことはできない。ここ
ろみにこの表より相関係数を算出してみると -0.171で，
相関関係をみとめることはできない。中国のタオ (L.K 
Tao) もまた1917年以来の北京と上海の各労働者家計調
査より平均収入階層別の被服費割合を算出し，褒-5のよ
うな相関表にまとめているが，この表からも一定の相関
関係を観取することはむつかしい。相関係数も +0.106
褒-7 ドイツ政府による職業別被服費百分率
収入階層 ("?Jレク)労働者 給料者 ( 口 史
- 2，500 10，4 
2，500- 3，000 11.6 
- 3，000 11.4 11.0 11.8 
3，000-3，600 12.7 12.5 13.4 
3，600-4，300 13.4 ]2.0 15.3 
4，300- 14.6 12.9 13.8 
4，300-5，100 12.9 15.8 
5，100- 6，100 12.8 14.1 
6，100- 13.1 13.0 
6，100- 7.300 13.8 
7，300-10，000 12.7 
10.000- 11.9 
平 U<J 12.7 12.6 13.9 
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表-& アメリカ経済調査局による高収入者家計の支出百分率 (1922年)
年収(ドル) 食物 1!l被服費 住居資 光熱費 自動車資 傭人質 その他
5，000 27.2 14.3 18.0 3.3 9.2 4.5 23.5 
10，000 19.2 11.9 18.3 3.2 9.8 9.5 28.1 
15，000 15.8 10.3 18.6 3.0 10.0 11.5 30.0 
20，000 13.7 9.3 18.9 2.8 10.0 12.3 33.0 
25，000 12.0 8.7 19.2 2.6 10.0 12.7 34.8 
30，000 10.4 8.1 19.5 2.4 10.0 12目9 36.7 
35，000 9.1 7.6 19.8 2.2 10.0 13.1 38.2 
40，000 7.9 7.1 20.1 2.1 10.0 13.3 39.5 
45，000 6.9 6.7 20.4 1.9 10.0 13.5 40.6 
50，000 6.1 6.4 20.7 1.8 10.0 13.7 41.3 
中川友長「生計費論JP33より引用
(36) 
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で相関関係をみとめることはできない。
ところでいま表-6によって1922年のアメリカ経済調査
局による高収入者首長計調査における支出百分率をみてみ
よう.そしてこれと速繁するにはいささか無理てはある
が.さきにかかげた連邦準備銀行の支出百分本を考慮す
ると.被服費の割合は下層からヰ1層へは上舛がJであり.
中層に布いては停滞的であリ，やがて上層に向うにした
がい低下する，といえそうである。また1927-28年にド
イツ政府が61の都市において.労働者世':W896，給料者
t監修 546，富史 498について行った調査結果をみると，
袋一 7のように被服資割合は労働者は上昇傾向.給料者は
上昇後停滞，育児は上昇，停滞，低下の傾向にあること
が指摘できる。すなわち資料を地域別にか職業別にかに
編成してみると，~nfI費の割合について一律ではないに
しても何等かの傾向を見出すことができるようである。
それは強いていえば，もしも高収入層までふくめるとす
れば，上払停滞，低下という傾向であり.食物質の割
合変化と似た経過を辿るようである。ただ食物資の割合
が低下傾向をボす収入点において.被H良質訓介I1.i斬〈上
昇をしめすというように.変化点は食物資よりかなり上
層にずれるわけである。したがって被服賀の釧合l主上昇ー
すると主張するものは，鋭F英範闘がこのような収入限界
にかぎられていたためであろうし，割合変化に一定の傾
向がないと主張するものは， J也減や戦業を区別しないで
一緒にして観祭したためであると~.えられる。
それではこのような名態はいかに解f草されるであろう
か。彼)jflの本来の役割，1.寒告をふせぐことであろうが，
しかしとりわけ彼自Rの外見的社会的な佐賀のために，こ
の最低限の欲望をも一定の{士万で満すことが不可欠に要
求されるのである。したがって一定の社会に必いては，
絶対必要な被般の限度があり，いかなる低収入世僚にお
いても，被服が完全に消失することはなL、。この欲望は
食物の欲望よりも強しむしろこの満足限度の上に食物
の最初の欲望充足が進行するものとみられている。とこ
ろで被服のこの外見的な性質は，やがて誇示的な効果を
あたえるものとして利用されることになる。米客用，社
交用，儀式用から.地位頚示，装飾，流行等の誇示的な
ff味をも っ た~Jlf1が欲ょRされることになる。これらの欲
求li食物の欲望が一応満足させられたところより展実化
しはじめるが，これは数量の増加とともに.品質や形態
の変化であるから.被服費I:t.急激に膨娠し知l合の地加と
なってあらわれる。この傾向はっき'の社会的勢力をしめ
す住居'伐の膨張によって停滞化しやがてこれに!肢をゆづ
ることになる。これが紋服費の割合変化の説明である。
このように被服がはじめから社会的な性質をもって登
(37) 
場するところに職業による支出差があらわれる。それは
職業が社会格や交際範囲をまず決定するから，それぞれ
にふさわしい被服支出を要求するからである。さきのド
イツ政府の調盗結果を与察したハルプパホ (M.Halbw-
achs) 1.，単位当りの依sli費は給料者は労働者よりも多
< ，官吏は給料者および労働者よりもはるかに多いこと
131 
を見出し，これを命題化しようとしているが，これは同
じ形態の割合変化をするにしても，変化の収入範聞が職
業別に拠ることを窓味しているものと恩われる。また同
じ理由て二たとえ職業が同一でhあっても所在する地域の
社会化の程度によって変化の収入範囲が異るであろうこ
とも怨像される。北京と上海の労働者の家計を考察した
タオ1.， 北の北京の労働者よりも南の上海の労働者の方
が被服1rに対して平均2f音半の支出をしているのは.
「この国際的大都市が被服に対して愛Aiをもっているこ
とで有名だからである」と前掲の論文の中て't!Fいている。
被服費支出における地域性や収業性の影響の指鏑は以上
で充分てあろう。
1) W. F. Ogburn: Analysis of the Standard of 
Living in the District of Columbia in 1916， 
Quarterly Publication of the American Statis-
tical Association， June， 1919 
2) L. K. Tao: The Standard of Living Among 
Chinese Workers， China Institute of Pacific 
Relations， Shanghai， 1931. 
3) M. Halbwachs: Levolution des besoins dans 
les classes ouvries， Paris， 1933 
6 
住生活が地域住ゃね業性に強〈支配され，したがって
住居支出はこの影響をうけるだけ，収入との関速が稀薄
になることは容易に~{像できるところである。家計調査
を資料とした住居支出の研究も，やはり収入との関連に
おいて展開され， したがって比較的収入との関連が深い
と巧えられる家賃について借家人を対象として行われて
きたが，結果的には収入以外の「その他の事情」を認め
ざるをえなくなっている。家賃についてのエンゲル的な
研究がドイツιおいて行われてきたことについてはすで
にのべたところである(本紀要9.t<P 144-146参照)。
すなわち1868年にはンユワーベ (H.Schwabe) が f貧
しくなればなるほど.収入においてしめる家賃の割合は
大となる」ことを問えたが.ラスパイレス (E.Laspey-
res )はこれを同一社会集団内部においてみとめようと
しハムプケ (K.Hampke)は一定の収入階層以上に妥
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当するとし， ともに制限的にしか承認を!l~えなかった。
ところでこれについてのライトの命題は「収入の大小lニ
かかわらず家賃の割合はつねに同一でーあるjというので
あったが，今世紀になりモアやチェイピンはそのニユヨ
ーク市民の家計調査より，家賃の割合は収入の上昇
とともに低下することを見出し，ライトの命題を否定
し，シュワーベの法IJをみとめる結果になっている。そ
の後このような研究は再び欧洲に移り，1912年にはドイ
ツのアルプレヒト (G.Albrecht) は.年収12007ルク
以下の低収入階層には家賃の割合に関する何の法IJ性も
見出し難いが，それ以上の中層や上層においてはシュワ
ーベの法則は妥当する。但し上層では社会集団の相違に
よる差が大きくそれらはそれぞれ異る割合低下を示すと
いうのであった。つまりシュワーベの法制に対するライ
ノマイレスとハムプケの制限を一つの命題にまとめた形に
なっている。
以上のように，収入に関連する家賃割合の変化につい
ても帰一する結果はえられていないが，パウワー IS.
Bauer)は先行の諸研究を比較検討した結果，家賃割合、
の変化は，収入のみならず時期.物価，地域，職業等に
よって変動するのであるから，収入の関数として何等か
の法則性を見出すためにはこれらの条件を向ーに揃えな
ければならないことを力説した上，彼の方法による結論
として家賃割合は一定の収入階層までは低下するが，そ
れ以上では同一であるかまたは増加すると述べている。
このような見解からは一定の時期， 一定の社会集団につ
いてみれば，家賃割合もまた食物費や被服焚と同じよう
に，たとえその法則出現の収入階層はより上位になるに
しても，収入変化に関述した法目IJ性をみとめることにな
る。ところがシュワーベ法員IJの基礎になった資料を仔細
に検討したルュトゲ (F.Lutge)はこのことに疑問をも
った。それは労働者世帯についてはシュワーベ法制は
みとめられるにしても，給料者世帯については一部分し
かみとめられず，官吏世帯については法則性は全くみと
められないという結論に達したからであるlJさらに彼は
官吏世帯における家賃割合、は，労働者世帯や給料者世帯?
の同一収入水準のそれに比べて異常に高いのに関心した。
そこで彼は住居費を家賃，家具什器，光熱水に分類し.
より大きな家屋は家貸lま寓しそれと比例的に家具什器
費や光熱水費も多くなるから.住居費の変化は家賃の変
化に代表しうることを前提にして，その収入によって自
由に適当な家賃を選択しうる借家人の集団について観察
した。この場合家賃はその収入によって半強制的に支払
わなければならない佐賀のものであるから，それを可能
にするような収入に依存することはいうまでもないが，
(38) 
きればといって他の商品のように収入榊加に応じて次々
に適当な家賃を選択しうるという性質のものではなく，
短期的には図定的である。家賃の変化は住居を変えるこ
とによっておこるが，住居の移転1:1収入の変化によるも
のではなし主として住居の機能に関速する。そして住
居の機能とは(1)家族の生活の本拠であることである。し
たがって，たとえば家族が増加し狭くなれば，より広い
家屋を求めて移転することになる。(2)住居の位置が適当
であることである。したがって，たとえば通勤通学に不
便であったり.環境条件が不適当であれば.適当な位置
へ移転することになる。 (3)住居は所属する社会集団や社
会的地位のシンボルであることである。したがって，た
とえば社会的地位があがり現在の住居が地位を示すのに
ふさわしくなくなれば，よりふさわしい住居に移転する
ことになる。
これらの非経済的要因によって家賃が変動するとすれ
ば，その収入では通常無理だと思われるような家賃割合
も現実化するわけであっぞ，収入階層によって家賃割合
に一定の法則性があらわれないのはこの理由による。ま
た官吏の家賃~J合、が.同一収入階層の労働者や給料者の
それにく らべて格段に高いのは， ドイツにおける官吏の
社会的地位が悶しそれにふさわしい向い家賃の住居に
住むからであると説明される。リュトゲはとくにこの(3)
の要因を高〈評価し「住居資li社会的階層に依っている。
社会的地位が高くなればなるほど，住居に対する支出割
合は高くなるJとのべているほどである。この場合「社
会的階層Jとか 「社会的地位」の用認め意味は必ずしも
明瞭ではないが，このようなものとして官吏をあげてい
ることからみれば，ある職業集団を社会階級的に評価し
た場合の用話とみられる。とすれば上来使用してきた
「一定の消費機式をもった戦業集団」と同じ意味と解し
てよいて・あろう。
以上.食物，彼月f1.住居支出の研究史を通じて.エン
ゲルの支出に影響する「その他の事情」の中には地域性
による消費轡慣と職業性による消費様式が」、くまれるこ
とをみとめつるであろう。
1) F. L泊tge: Die Wohnungsausgaben und das 
Schwabesche Gesetz in den letzten grるssen
Haushaltungsstatistischen Erhebungen. Jahr-
bucher fur Nationalokonomie. 1930 
7 
以上で冷;紀要において 4回にわたって連載した「外国
における家計研究の系譜Jはーまず終ることにしたい。
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ふり返ってみるとエンゲルを中心におき，エンゲル前史
とエンゲル後史にわけられ，中心となるエンゲル後史に
おいてはエンゲルの残した遺産としてi肖資単位，生活標
準の設定，支出に影響する 「その他の事情jをあげ，そ
のそれぞれのその後の研究発展史に-mをきいている。
ところでエンゲルは1857年論文において「その他の点で
同じ事情のもとにおいては，食物のため支出の尺度が，
一般に人口の物質的状態のあやまりなき尺度である」
(…・・・， dass das Mass der Ausgaben fur die 
Ernahrung unter ubrigens gleichen Umstanden 
ein untrugliches Mass des materiellen Befindens 
einer Bevolkerung 'uberhaupt iSl. ジン7--;>ンの
英訳Theproportion of the outgo used for food， 
other things being equal， is the best measure 
of the material standard of living of a popula-
tion. )とのべており， 1895年論文においては，彼の発明
した消費単位によって lケット当りに分解して再編成し
た結果，エンゲル法則I!一層張然としてあらわれること
を誇らしけ俗に語っている。この点からみれば，彼自身「
「その他の点」の中に性及び年令で区別lきれる家族人員
を考えていたことになり， したがってこれを同じ事↑古に
備えた場合のエンゲル係数が， I人口の物質的状態」の
よりあやまりなさ尺度となるといわざるをえないであろ
つ。
ここで余説になるが，das materiellen Befindens 
といい.the material standard of living と翻訳さ
れているのは一体何を意味しているのであろうか。常識
的理解では消費物資の数量すなわち消費水準を意味して
いると受取らざるをえないのであるが，もしそうであれば
消費額を物価指数て'テfフレートした消費量をケット当り
に直した消費水準こそもっとも正確な人口の物質的状態
の尺度となり，何ぞエンゲル係数を要せんやと思われる
のであるが，いかがであろうか。エンゲル係数はむしろ，
消費単位もなく物価指数もない場合，すなわちその他の
事情が同一でない場合の蓋然的な生活水準 (満足の度合)
の尺度として意味があるのではなかろうか。それはそれ
ぞれの条件のもとで，どれだけを食物支出にさかなけれ
ばならなかったかの苦しさの度合を示すものであり，物
質的状態による主観的な満足の度合を示すものとして受
取るべきものではなかろうか。もちろんそれは正確なも
のではないが，効用の測定が未解決な状態の下において
は，なお便宜的尺度としてこのよ うな意味で生かされう
るとおもわれる。
さて本論にかえって，エンゲルの残した第二の問題で
ある「生活標準の設定Jのその後の研究史li，これを家
(39) 
自|行動の実態にiMして給衡に行う場合にはやはり「その
他の事情」の識別!と評価の理論と技術が先行しなければ
ならないことを教えている。とすればエンゲル問題は結
局第三の問題に朝宗してくることになる。そして第三の
家計支出に影響する要因の研究史では，要因として世帯
の地.域'陀による消費溜慣や職業性による消費様式を識別
している。そうすると金研究史を通じて明らかになった
収入以外のその他の要因としては家族人只とその構成，
地域の消費習慣，職業による消費様式ということになる。
クロスセクション分析においては以上の要因の識別で資
料を笠現すれば足りるともおもわれるが，タイムシリー
ズ分析では物価体系と誇示効果や習慣形成等の社会的歴
史的効果を識別評価しなければならない。このことはこ
れらがクロスセクション資料には作用してないというの
ではなくして，一定に保たれていると いうことであり，
タイムシリーズ資料にはこの変動効果があらわれるとい
うことて肘ある。
物価体系の支出におよぽす効果の問題は，無差別図形
の理論において物価の体系的変動を所得効果と代替効果
に分離して観察することがおこなわれ.指数論的には原
子論的指数論から関数論的指数論へと発展しているが，
ここで必要なのは費目別の相対価絡指数であるが.この
開発は今後のことに属するであろう。社会的歴史的効果
の評価の問題は消費関数論争の中で展開されたもので
アメリカ資料において長期にわたって確実に所得水準が
上昇しているにもかかわらず，消費位向がほぼ安定的て‘
あることを説明するために導入された要因であるが，導
入の技術をめぐって錬やかしい論争がつづいたものであ
る。これらはいずれも近代経済学上の重要問題であって.
研究史に関する文献にはこと欠かないと思われるので.
ここではとりあげないことにしたわけである。
最後に以上とりあげた要因をふまえて，実際の家計調
査資料に適用する場合の方法を，無差別曲線の理論にし
たがって笠理しておきたい。消費者選択理論すなわち無
差別曲線の理論によiLば，支出拡張線は所得線.価格線，
無差別曲線の形態によって定まる。いま収入水準を 1， 
{箇物体系をP.主体の欲望体系をSとすれば，ある費目
(品目)に対する支出Eは， E=f (1， P， S)とい
うことになる c すなわち一定の欲望をもった主体Sが一
定の収入Iと価格体系Pのもとで反応した結果が支出E
であるというわけである。この行動方程式を家計調査資
料に適用し，現実の支出行為を説明するためにはなお忍
論的にも技術的にも困難な問題が残されている。まずこ
の何人の選択行為に関する恩論をそのまま世帯の行為に
適用しうるかと L寸問題，ならびにアグリゲートの問題
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があるがこれについては，すでに本紀要の別の論文(本
紀要第6巻)でふれているので，可能性が論証されると
して前進することにしよう。問題は収入以外の支出に影
響する条件を一定にした場合の支出の変化をいかに評価
するかである。このうち価格体系の効果は，いわゆる代
替効果と所得効果に分離する問題であって，無差別図形
の理論において理論的には解決しているが，技術的には
なお問題をのこしている。さらに困難なのは主体の欲望
体系の効果を一定の条件・にひき直す問題である。この問
題は結局，主体の欲望を.それを規定する客観条件に分
解し，それぞれの支出効果を評価する問題となるであろ
う。エンゲルはまず世帯の欲望の大きさを規定するもの
として世帯人員Nを.質を規定するものとして性及び年
令による世帯構成Cを考え，これらを合成して消費単位
を発明した。すなわち支出を単位当りに分解することに
よって，世帯人貝や構成の効果を同一条件に調整する技
術を開発したわけである。エンゲルの不完全な生理学的
消費単位より，費目別の関数論的な消費単位への技術論
的発展はこのシリーズのIにおいてすでにみてきたとこ
ろである。さらに本論文を通じて主体を通じて支出影響
する要因として地域の消費習慣Rと職業による消費様式
Oの効果が識別されてきた。これらの支出効果の測定は，
これら以外の要因を一定にした状態において，相互の比
較によって分離的に輿えられるであろう。ところで消費
関数論における体験より世帯支出に影響する社会的歴史
的効果を加えなければならなし、デュウセンベリ (J.S 
Duesenberry)はこれをデモンストレーション効果
(demonstration effect)と習償形成 (habitforma-
tion )とし，前者を社会の平均所得に対する現実所得の
比として相対化し，後者を過去の最高所得に対する現実
所得の比として相対化し，関数に導入する技術論として
相対所得の仮説をたてている。ここにいう社会的歴史的
効果をテ'ユセンベリのいうデモ効果や習慣形成に解消さ
せるにはなお異論のあるところであり.ましてやこれを
技術論的に特定化する方法については大いに問題がある
のであるが， とにかくここではこれらの効果の存在をみ
とめてこれをTとおこう。
そうすると主体の欲望体系，すなわち無差別曲線の形
態を規定する要因として，S = g (N，C，R，O，T)をおく
ことができる。これをさきの行動方程式に代入すると.
E = f (I，P，N，C，R，O，T)となる。これがクロスセクンヨ
ン資料においても，またタイムシリーズ資料においても
家計行動を説明する方程式である。そこでいま IのEに
対する効果を分離的に鋭祭する場合， 1以外の繋図が一
定になるように現実のEを調整しておかなければならな
い。この技術が未開発であれば，可能なかぎり資料的配
慮によってこれに代えなければならない。たとえば消費
単位によ ってNとCのみが調書室可能である場合のクロス
セクション分析の場合は.一定の時点，一定の地域，一
定の戦業の家計調査資料を用意することになる。そうす
ればどの世帯に対しでも P，R， 0， Tの効果は一定で
あると考えられるからである。タイムンリーズの場合そ
れが短期であればRとOの効果は一定とみなされるが，
PとTの効果は年々変動すると考えられるから，これら
の効果を一定に調態する技術が開発きれなければならな
いし.長期であればRとOの効果も変動することが考え
られるから，これらの調髭も必要となるわけである。
いずれにせよ，これらの要因の識別やその効果評価の
技術には先人の労苦にもかかわらず，なお多くの課題が
残されている。ところでたとえ複雑な家計支出行動が，
それを規定する要因に分解され，それらが評価されて合
成されたとして，そのような研究が実態の分析以外に一
体何の役に立つのであろうか。答は二つである。第ーは
最低生活費なり標準生活費なりの消費内容のモデルの設
定された場合上の主要因のあらゆる組合せのヴァリェショ
ンを精密に作成しうることである。このことは政策基準
の設定ばかりでなく家計管理や生活設計などにおいても
きわめて具体的な目標を提示することになるという意味
で社会政策上有用である。第二は消費関数を決定するこ
とにより，投資の国民所得乗数効果を策定し，またその
国民所得における部門別の消費需要を予測しうることで
ある。そしてこれに合わせた有効な供給政策がともなう
とすれば， ドラスティックな価格変動をさけうるという
意味で経済政策上重要な役割を荷っている。ルプレーと
マルサスに学んだエンゲルは家計研究にこの二つの役割
を自覚していたし，その後の研究者逮もこれらに繋って
いるとみてよいであろう。
Summary 
This investigation is connected with three foregoing articles that are same named ‘The History 
of Studies for Family Budgets in Foreign Countries 1， I， I" in this issue. In the first artic1e 
(1961)， Ernst Engel's works on family budgets inquiries are examined and some fundamental proble-
ms followed by successors are presented. In the second (1962) and third (1964) articles treated of 
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these problems， the development of manydevices on scales ofunit-consumers or equivalent-adults， and 
of theoretical-technical methods of measuring level of living are reviewed. 1n this final investigati・
on，ホtheother factors "acting on family expenditure are presented by tracing to his successor's works. 
That is to say， when Engel stated about his famous lawas follows， (1) the poorer is a family， the 
greater is the proportion of expenditure devoted for food， (2) the proportion of expenditure for food， 
the other factors bei ng equal， is the best measure of the material standard of 1 ivng of a population， 
the meaning of "the other factors " besides income were not always evident. 1n his after work(1895)， 
however， he pointed out the effects of household size and composition on expenditure，and invented 
scale of unit-consumer correcting equal for household conditions. 
While， C. D. Wright enlarged Engel's Lawto clothing， housing and sundries itemas follows， (1) 
the proportion of expenditure for food becomes less， (2) the proportion of expenditure for clothing 
stays apporoximately the same， (3) the proportion of expendi ture for rent， fuel and I ight stays in-
variably the same， (4) the proportion of expenditure for sundries increase. However， these proposi・
tions were not always so proved on considerable inquiries that many investigators， especially sociolo・
gists (e. g.C. C. Zimmerman， W. F. Ogburn )， criticized about his misleadings of Engel's 
Law. Thus "the other factors " have been reconsidered concerning such sociological factors as con-
sunmption habits by region， consumption patterns ascribed to occupational groups and socio・psychoeff-
ect (e， g， demonstration effect， after effect， etc.，). 
At this stage， it follo唱 thatthese factors are disposable income (1)， relative price (問，house-
holdsize (N)， composition (c)， region (悶， occupation (O)and socio・psychoeffect m. From the theory of 
indifferent curve， the function equation may be shown below in which S denotes complex of desires 
of household as represent the indifferent curve and E denotes family expenditure for ith item 
E=f (I，P，S) and S=g (N，C，R，O，T)， hence E=f(l，P，N，C，R，O，T).lt canbeapp-
lied in the cross section family budgets data of a same occupation group in a certain region where 1 
is variable and N， C can be keep constant by using scale of equivalent-adult. Because in this case 
the other factors arc constant. But， it must be noticed in the time series case where in the short 
term P and T will be variable， in the long term R and 0 will be variable also. 
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